
市
債
残
高
や
将
来
負
担
比
率
の
状
況

⑴
市
債
残
高
の
状
況

⑵
交
付
税
措
置
の
な
い
特
例
的
な
市

債
残
高
の
状
況

⑶
公
債
費
の
状
況

⑷
将
来
負
担
比
率
の
状
況

⑸
負
債
の
圧
縮
に
向
け
た
今
後
の
取
組
方
針
（
案
）資

料
７
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○
一

般
会

計
の

市
債
残

高
は

政
令

市
中
，

２
番

目
に

多
い
。

○
臨

時
財

政
対

策
債
を

除
く

と
，

政
令
市

で
３

番
目

に
多
い

。
○

人
口

換
算
で

は
，
他

都
市

よ
り

も
4
,
2
0
0
億

円
（

臨
財
債

を
除

く
と

2
,
7
0
0
億
円

）
多
い

。

(１
)

市
債

残
高
の
状
況

①
市
民
一
人
当
た
り
市

債
残

高
の
状

況

-

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,
0
0
0

1
,
2
0
0

北 九 州 市

京 都 市

広 島 市

新 潟 市

福 岡 市

神 戸 市

千 葉 市

仙 台 市

大 阪 市

熊 本 市

横 浜 市

他 都 市

平 均

静 岡 市

名 古 屋 市

堺 市
札 幌 市

川 崎 市

岡 山 市

相 模 原 市

さ い た ま 市

浜 松 市

一
人
当
た
り
市
債
残
高
の
推
移
（
R
1
年
度
末
残
高
）

臨
時
財
政
対
策
債

市
債
残
高
（
臨
時
財
政
対
策
債
除
く
）

(
千
円
)

R
1
年

度
末
残

高
：
1
兆

3
,
55
0億

円
市

債
残

高
（

臨
時
財

政
対
策
債

除
く

）
:
8
,
6
7
8億

円
1
,
0
8
2

7
3
4

9
2
4

5
9
2

6
3
3

4
0
7
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○
臨

時
財

政
対

策
債
を

除
く

市
債

残
高
の

減
少

率
は

，
１
７

政
令

市
中

１
３
番

目
○

こ
の

間
，
大

き
く
市

債
残

高
を

減
少
さ

せ
て

き
た

が
，
他

都
市

は
本

市
を
上

回
っ

て
減

少
さ
せ

て
い

る
。

②
市
民
一
人
当
た
り
市

債
残

高
の
減

少
率
（
H
2
0
→
R
1
年
度
末
残
高
）

＜
参

考
－

市
民

一
人

当
た

り
の

市
債

残
高

（
臨

財
債

除
く

）
増

減
率
＞

項
目

増
減
率

備
考

①
京

都
市

△
11
.3
%

②
旧

5政
令
市

△
36
.9
%
横

浜
市

，
名
古

屋
市

，
大

阪
市

，
神

戸
市

（
京

都
市

は
除

く
）

③
旧

12
政

令
市

△
29
.3
%
旧
5
政

令
市

＋
札

幌
市

，
仙

台
市

，
千

葉
市

，
川

崎
市
，

広
島

市
，

北
九

州
市

，
福

岡
市

④
旧

17
政

令
市

△
26
.8
%
旧
1
2政

令
市
＋

新
潟

市
，

さ
い

た
ま

市
，

静
岡

市
，

堺
市

，
北

九
州

市

2
8
.
8
%

△
1
1
.
3
%

△
2
6
.
8
%

△
5
0
.
0
%

△
4
0
.
0
%

△
3
0
.
0
%

△
2
0
.
0
%

△
1
0
.
0
%-

1
0
.
0
%

2
0
.
0
%

3
0
.
0
%

新 潟 市

堺 市
さ い た ま 市

北 九 州 市

京 都 市

横 浜 市

川 崎 市

静 岡 市

広 島 市

仙 台 市

福 岡 市

政 令 市

平 均

札 幌 市

千 葉 市

名 古 屋 市

神 戸 市

浜 松 市

大 阪 市

一
人

当
た

り
市

債
残

高
（
臨

財
債

を
除

く
）
の

減
少

率
（

H
2
0
→
R
1
年

度
末
残

高
）

△
5
6
.
7
%

＜
参
考

－
市
民

一
人
当

た
り
の

市
債

残
高
（

臨
財
債

除
く
）

増
減
率
＞

項
目

増
減

率
備
考

①
京
都

市
△

1
1
.3
%

②
旧
5
政

令
市

△
3
6
.9
%
横
浜
市
，

名
古
屋
市

，
大
阪

市
，
神

戸
市

（
京
都
市

は
除
く
）

③
旧
1
2
政

令
市

△
2
9
.3
%
旧
5
政
令
市

＋
札
幌

市
，
仙

台
市
，

千
葉
市
，

川
崎
市
，

広
島
市
，

北
九
州
市

，
福
岡
市

④
旧
1
7
政

令
市

△
2
6
.8
%
旧
1
2政

令
市
＋
新
潟

市
，
さ

い
た
ま

市
，
静

岡
市
，

堺
市
，
北

九
州
市
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（
参

考
）
市

債
の

意
義

と
本

市
の

市
債

残
高

の
縮

減
の

取
組

○
道

路
や

学
校

，
福

祉
施

設
な

ど
長
期

間
に
わ

た
っ
て

多
く
の

市
民
が

利
用
す

る
施
設

等
の
整

備
に
あ

た
っ

て
，

世
代

間
の

負
担
の

公
平
性

を
図
る

た
め
に

資
金
を

借
り
入

れ
る
も

の
○

市
債

残
高

は
適

切
に

コ
ン
ト

ロ
ー
ル

す
る
べ

き
で
あ

る
が
，

ゼ
ロ
を

目
指
す

も
の
で

は
な
い

。

市
債
の
意
義

○
前

回
有

識
者

会
議

の
議

論
等

を
踏
ま

え
，
現

行
プ
ラ

ン
(京

プ
ラ

ン
実

施
計
画

)で
は
，

生
産
年

齢
人
口

１
人

当
た

り
の

市
債

残
高
を

増
加
さ

せ
な
い

よ
う
縮

減
を
図

る
こ
と

を
目
標

と
し
て

，
市
債

残
高
の

縮
減

に
努

め
て

き
た

（
プ
ラ

ン
目
標

は
達
成

で
き
る

見
込
）

。

○
一

方
で

，
社

会
福

祉
の

充
実

や
防
災

・
減
災

対
策
の

推
進
に

要
す
る

財
源
が

不
足
し

，
収
支

バ
ラ
ン

ス
が

均
衡

し
な

い
中

で
，

資
金

手
当
を

目
的
と

す
る
交

付
税
措

置
の
な

い
特
例

的
な
市

債
の
発

行
に
頼

ら
ざ

る
を
得

な
い
状

況
が

あ
り

，
他
都

市
と

比
較

す
る
と

，
市

債
残

高
の
縮

減
幅

が
小

さ
く
な

っ
て

い
る

。

○
こ

の
た

め
，

市
債

の
償

還
に

対
す
る

交
付
税

措
置
率

が
年
々

低
下
し

て
い
る

が
，
こ

れ
を
ま

か
な
う

た
め

の
主

要
な

財
源

で
あ
る

留
保
財

源
（
交

付
税
算

定
上
，

基
準
財

政
収
入

額
に
算

定
さ
れ

ず
地
方

自
治

体
に

留
保

さ
れ

る
市

税
収

入
等
の

2
5
％
相

当
額
）

が
大
き

く
伸
び

て
い
な

い
こ
と

は
，
本

市
財
政

に
と

っ
て

は
，

非
常

に
厳
し

い
状
況

＜
公

債
費

（
臨

財
債

除
く
）

に
対
す

る
交
付

税
措
置

＞
H
1
5
：

3
4
7
億
円

→
H
3
0
：
2
5
5
億

円
（

△
9
2
億

円
，
△

2
6
.4
％

）
＜

留
保

財
源

の
増

加
率

＞
H
1
5
：

6
0
2
億
円

→
H
3
0
：
6
2
4
億

円
（

＋
2
2
億

円
，
＋

3
.6
％
）

本
市
に
お
け
る
市
債
残
高
の
縮
減
の
状
況

＜
主
な
要
因
＞

・
交
付
税
措
置
の
な
い
市
債
の
発
行

・
市
債
の
償
還
に
対
す
る

国
の
地
方
交
付
税
措
置
の
見
直
し
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○
政

令
市

で
最

も
多
く

，
人

口
換

算
で
１

，
５

０
０

億
円
多

い
（

他
都

市
の
７

倍
以

上
の

水
準
）

○
償

還
に

あ
た

っ
て
地

方
交

付
税

措
置
が

な
い

た
め

，
全
て

独
自

の
財

源
を
確

保
す

る
必

要
が
あ

る
。

こ
う

し
た
市

債
の
活

用
は

他
都

市
と
比

べ
て

市
債

残
高
が

減
少

し
づ

ら
い
要

因
に

な
っ

て
い
る

。

(2
)

資
金

手
当
を
目

的
と
す
る
特

例
的
な
市

債
残

高
の
状

況

①
市

民
一
人
当
た
り
特

例
的
な
市

債
残

高
の
状

況

・
行
政
改
革
推
進
債

・
退
職
手
当
債

・
経
営
健
全
化
出
資
債

-2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

京 都 市

広 島 市

新 潟 市

千 葉 市

川 崎 市

横 浜 市

北 九 州 市

政 令 市

平 均

堺 市
熊 本 市

名 古 屋 市

福 岡 市

仙 台 市

神 戸 市

大 阪 市

静 岡 市

札 幌 市

さ い た ま 市

相 模 原 市

浜 松 市

岡 山 市

一
人

当
た
り

行
政
改
革

推
進
債
・

退
職
手
当

債
・
経
営

健
全
化
出

資
債

（
R
1年

度
末
残

高
）

退
職
手
当
債

行
政
改
革
推
進
債

経
営
健
全
化
出
資
債

(
千
円
)

○
他
都
市
と
比
べ
て
も
残
高
が
突
出
（
こ
れ
ら
の
公
債
費
が
1
0
0
億
円
/
年
に

積
み
あ
が
っ
て
お
り
，
公
債
費
全
体
を
押
し
上
げ
る
要
因
に
な
っ
て
い
る
）

○
地
下
鉄
健
全
化
出
資
債
は
，
地
下
鉄
事
業
の
経
営
努
力
も
あ
り
，
H
3
0
年
度

以
降
は
発
行
を
し
て
い
な
い
。

○
退
職
手
当
債
も
令
和
元
年
度
以
降
は
発
行
し
て
い
な
い
。

1
6

1
1
8
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○
政

令
市

で
最

も
増
加

し
て

お
り

，
人
口

換
算

で
，

他
都
市

よ
り
も

９
０

０
億

円
増
加

○
こ

の
間

，
市

民
の
安

心
・

安
全

を
守
る

た
め

，
資

金
手
当

債
な

ど
の

発
行
に

よ
っ

て
，

収
入
を

上
回

る
歳

出
水

準
を
維

持
し

て
き

た
こ
と

が
財

政
面

で
は
こ

う
し

た
結

果
と
な

っ
て

い
る

。

②
市
民
一
人
当
た
り
特

例
的
な
市

債
残

高
の
増

減
（
H
2
0
→
R
1
年
度
末
残
高
）

＜
参

考
－

市
民

一
人

当
た

り
の

特
例

的
な

市
債

残
高

の
増

減
＞

項
目

増
減

率
備

考

①
京

都
市

+7
0

②
旧

5政
令

市
+5

横
浜

市
，

名
古

屋
市

，
大

阪
市

，
神

戸
市

（
京

都
市

は
除

く
）

③
旧

12
政

令
市

+1
0
旧

5政
令

市
＋

札
幌

市
，

仙
台

市
，

千
葉

市
，

川
崎

市
，

広
島

市
，

北
九

州
市

，
福

岡
市

④
旧

17
政

令
市

+9
旧

12
政

令
市

＋
新

潟
市

，
さ

い
た

ま
市

，
静

岡
市

，
堺

市
，

北
九

州
市

+
7
0

+
9

-
-

-

△
8

△
1
0-1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

京 都 市

広 島 市

横 浜 市

新 潟 市

川 崎 市

北 九 州 市

千 葉 市

政 令 市

平 均

堺 市
仙 台 市

さ い た ま 市

札 幌 市

浜 松 市

神 戸 市

福 岡 市

名 古 屋 市

大 阪 市

静 岡 市

一
人
当
た
り
特
例
的
な
市
債
残
高
の
増
減
（
H
2
0
→
R
1
年
度
末
残
高
）

（
千

円
）

＜
参

考
－

市
民
一

人
当
た

り
の
特

例
的

な
市

債
残
高

の
増
減

＞

項
目

増
減
率

備
考

①
京

都
市

+
7
0

②
旧

5
政
令

市
+
8
横

浜
市
，

名
古
屋

市
，
大

阪
市
，

神
戸

市
（

京
都
市

は
除
く

）

③
旧

1
2政

令
市

+
1
0
旧

5
政

令
市

＋
札
幌

市
，
仙

台
市
，

千
葉
市

，
川
崎

市
，

広
島

市
，

北
九
州

市
，
福

岡
市

④
旧

1
7政

令
市

+
9
旧

1
2
政
令

市
＋
新

潟
市
，

さ
い
た

ま
市

，
静

岡
市
，

堺
市

，
北

九
州
市
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○
政

令
市

中
，

６
番
目

に
多

い
。

(3
)

公
債
費
の
状
況

①
市
民
一
人
当
た
り
公

債
費
の
状

況

-2
0

4
0

6
0

8
0

大 阪 市

北 九 州 市

神 戸 市

福 岡 市

広 島 市

政 令 市

平 均

京 都 市

名 古 屋 市

新 潟 市

千 葉 市

静 岡 市

仙 台 市

横 浜 市

岡 山 市

熊 本 市

浜 松 市

川 崎 市

堺 市
札 幌 市

さ い た ま 市

相 模 原 市

一
人

当
た

り
公

債
費

（
R
1
年

度
決

算
）

(
千
円
) 8
2

5
7

5
6
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○
こ

の
間

，
他

都
市
で

は
公

債
費

が
6
％

程
度

低
減
し

て
い
る

が
，

京
都

市
は

7
％
程

度
増
加

○
公

債
費

が
増

加
し
て

い
る

都
市

は
，
市

債
残

高
の

減
少
率

が
少

な
い

都
市
が

多
い
。

②
市
民
一
人
当
た
り
公

債
費
の
増

減
率
（
H
2
0
→
R
1
年

度
末
残
高
）

2
4
.
8
%

6
.
9
%

△
5
.
7
%

△
2
0
.
0
%

△
1
5
.
0
%

△
1
0
.
0
%

△
5
.
0
%-

5
.
0
%

1
0
.
0
%

1
5
.
0
%

2
0
.
0
%

2
5
.
0
%

新 潟 市

さ い た ま 市

堺 市
京 都 市

静 岡 市

横 浜 市

千 葉 市

大 阪 市

広 島 市

浜 松 市

北 九 州 市

政 令 市

平 均

福 岡 市

名 古 屋 市

仙 台 市

神 戸 市

札 幌 市

川 崎 市

一
人
当
た
り
公
債
費
の
増
減
（
H
2
0
→
R
1
年
度
決
算
）

△
3
6
.
4
%

＜
参
考

－
市
民

一
人
当

た
り
の

公
債
費

増
減
率
＞

項
目

増
減
率

備
考

①
京
都

市
6.
9
%

②
旧
5
政
令

市
△

4.
2
%
横

浜
市
，

名
古
屋
市

，
大
阪

市
，
神

戸
市

（
京
都
市

は
除
く
）

③
旧
1
2
政
令
市

△
8.
5
%
旧

5政
令
市
＋
札

幌
市
，

仙
台
市

，
千
葉

市
，
川

崎
市
，

広
島
市
，

北
九
州
市

，
福
岡

市

④
旧
1
7
政
令
市

△
5.
7
%
旧

12
政
令

市
＋
新
潟

市
，
さ

い
た
ま

市
，
静

岡
市
，

堺
市
，
北

九
州
市
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2
4
0
.
0%

2
4
7
.
7%

2
3
5
.
0%

2
3
7
.
2%

2
3
5
.
4%

2
3
0
.
2%

2
2
8
.
9%

2
2
9
.
6%

2
2
6
.
2%

1
9
7
.
4%

1
9
1
.
2%

1
9
1
.
1%

1
9
5
.
5
%

1
8
9
.
5
%

1
7
0
.
4
%

1
5
5
.
7
%

1
4
4
.
1
%

1
3
2
.
8
%

1
2
6
.
3
%

1
1
8
.
3
%

1
1
0
.
0
%

1
0
1
.
5
%

9
3
.
5
%

8
8
.
0
%

5
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

1
5
0
.
0
%

2
0
0
.
0
%

2
5
0
.
0
%

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

将
来

負
担

比
率

の
推

移

義
務

教
育
教

職
員
の

給
与
費
移

管
に

伴
う

税
源
移

譲
に
よ
り

，
算

定
の

分
母

に
あ
た

る
標
準
財

政
規

模
が

大
き
く

増
加
し
た

た
め

，
政
令

市
の
将

来
負
担
比

率
が

大
き

く
減
少

早
期

健
全
化

基
準

4
0
0
%

京
都
市 他

都
市
平
均

○
京

都
市

は
，

交
付
税

措
置

の
な

い
特
例

的
な

市
債

残
高
を

多
額

に
発

行
し
て

い
る

た
め

，
将
来

負
担

比
率

は
政

令
市

で
一
番

高
い

状
況

○
こ

の
た

め
，

今
後
も

市
債

の
償

還
負
担

が
重

い
状

況
が
継

続
す

る
と

想
定
さ

れ
る

(4
)

将
来

負
担

比
率
の
状
況

①
将
来
負
担
比
率
の
推

移

＜
参

考
－

政
令

市
の

将
来

負
担

比
率

の
状

況
＞

順
位 1

千
葉

市
3
0
9
.
6

京
都

市
1
9
1
.
1

2
横

浜
市

2
6
1
.
1

広
島

市
1
8
3
.
7

3
広

島
市

2
5
6
.
4

北
九

州
市

1
7
0
.
8

4
福

岡
市

2
5
4
.
0

横
浜

市
1
4
0
.
4

5
大

阪
市

2
4
5
.
7

新
潟

市
1
3
9
.
6

6
京

都
市

2
4
0
.
0

千
葉

市
1
3
8
.
3

H
2
0

R
1
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△
2
0
.
4
%

△
5
0
.
8
%

△
1
0
0
.
0
%

△
1
1
0
.
0
%

△
9
0
.
0
%

△
7
0
.
0
%

△
5
0
.
0
%

△
3
0
.
0
%

△
1
0
.
0
%

新 潟 市

北 九 州 市

川 崎 市

京 都 市

広 島 市

横 浜 市

さ い た ま 市

名 古 屋 市

仙 台 市

他 都 市

平 均

千 葉 市

福 岡 市

静 岡 市

神 戸 市

札 幌 市
堺 市

大 阪 市

浜 松 市

将
来
負
担
比
率
の
増
減
率
（
H
2
0
→
R
1
）

+
2
.
5
%

○
将

来
負

担
比

率
の
減

少
率

は
，

４
番
目

に
低

い
。

○
こ

の
間

，
大

き
く
比

率
を

減
少

さ
せ
て

き
た

が
，

他
都
市

は
本

市
を

上
回
っ

て
減

少
さ

せ
て
い

る
。

②
将
来
負
担
比
率
の
増

減
率
（
H
2
0
→
R
1
年

度
末

残
高
）

＜
参

考
－

将
来

負
担

比
率

の
増

減
率

＞

項
目

増
減

率
備

考

①
京

都
市

△
2
0.

4
%

②
旧

5
政

令
市

△
6
3.

4
%
横

浜
市

，
名

古
屋

市
，

大
阪

市
，

神
戸

市
（

京
都

市
は

除
く

）

③
旧

1
2
政

令
市

△
4
7.

4
%
旧

5
政

令
市

＋
札

幌
市

，
仙

台
市

，
千

葉
市

，
川

崎
市

，
広

島
市

，
北

九
州

市
，

福
岡

市

④
旧

1
7
政

令
市

△
5
0.

8
%
旧

1
2
政

令
市

＋
新

潟
市

，
さ

い
た

ま
市

，
静

岡
市

，
堺

市
，

北
九

州
市
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（
参

考
）
将

来
負

担
比

率
と
は

○
財

政
健

全
化

法
に

基
づ

く
健

全
化
判

断
比
率

の
一
つ

で
あ
り

，
一
般

会
計
等

が
将
来

負
担
す

べ
き

実
質

的
な

負
債

（
市

債
残
高

や
退
職

手
当
支

給
予
定

額
等
）

の
標
準

財
政
規

模
（
交

付
税
算

定
上

の
一

般
財

源
総

額
）

に
対
す

る
比
率

○
算

定
式

は
以

下
の

と
お

り

概
要
と
算
定
式

○
将

来
負

担
比

率
は

一
般

財
源

の
規
模

に
対
し

て
，
将

来
負
担

が
ど
れ

ほ
ど
の

規
模
か

を
示
す

。

○
将

来
負

担
比

率
の

算
定

に
あ

た
っ
て

は
，
交

付
税
措

置
さ
れ

る
部
分

は
将
来

負
担
か

ら
除
く

た
め
，

・
交

付
税

措
置

の
あ

る
市
債

（
臨
時

財
政
対

策
債
等

）
が
増

え
て
も

比
率
は

上
昇
し

な
い
が

，
・

交
付

税
措

置
の

な
い

市
債

（
地
下

鉄
健
全

化
出
資

債
，
行

政
改
革

推
進
債

，
退
職

手
当
債

な
ど
）

が
増

え
る

と
比

率
が

上
昇

す
る

○
将

来
負

担
比

率
が

他
都

市
よ

り
も
高

い
と
い

う
こ
と

は
，
基

本
的
に

交
付
税

措
置
の

な
い
市

債
（

返
済

に
関

し
て

自
治

体
独

自
で
財

源
を
確

保
）
の

残
高
が

多
く
，

他
都
市

と
比
べ

て
，
今

後
の

市
債

の
返

済
負

担
等

が
重
い

と
言
え

る
。

将
来
負
担
比
率
か
ら
分
か
る
こ
と

将
来
負
担

比
率

　
将
来
負

担
額
－

（
充
当

可
能
基

金
額
＋

特
定

財
源
見

込
額

＋
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

 市
債
現

在
高
等

に
係
る

基
準
財

政
需
要

額
算
入

見
込
額

）
＝

標
準
財

政
規
模

－
（
元

利
償
還

金
・
準

元
利
償

還
金
に

係
る
基

準
財
政

需
要
額

算
入
額

）
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○
こ

れ
ま

で
福

祉
，

医
療

，
子

育
て

支
援
，

教
育
の

維
持
・

充
実
や

防
災
・

減
災
対

策
等
を

国
や
他

都
市

を
上

回
る

水
準

で
実
施

○
本

市
で

は
こ

れ
に

要
す

る
財

源
を

資
金
手

当
を
目

的
と
す

る
借
金

や
将
来

の
借
金

返
済
に

備
え
た

積
立

金
の

前
借

り
で

補
て
ん

○
こ

う
し

た
将

来
世

代
へ

の
負

担
の

先
送
り

が
積
み

上
が
っ

て
い
る

こ
と
も

あ
り
，

市
債
残

高
は

政
令

市
で

2
位

，
将

来
負

担
比
率

は
１
位

と
な
っ

て
い
る

な
ど
，

他
の
他

都
市
よ

り
市
債

の
償
還

負
担

が
高

止
ま

り
（

公
債

費
は
6
位
）

し
て
お

り
，
か

つ
今
後

も
負
担

が
重
い

状
況
が

続
く
見

込
み

現
状
と
課
題

○
他

都
市

と
比

べ
て

公
債

費
（

市
債

の
償
還

費
）
や

将
来
負

担
比
率

が
高
止

ま
り
の

状
態
に

な
っ
て

い
る

要
因

は
，

資
金

手
当
を

目
的
と

す
る
市

債
（
借

金
）
を

は
じ
め

と
す
る

交
付
税

措
置
の

な
い
市

債
残

高
が

高
い

こ
と

が
要
因

○
こ

の
た

め
，

市
債

残
高

総
額

は
当

然
の
こ

と
な
が

ら
，
特

に
交
付

税
措
置

の
な
い

市
債
残

高
に

着
目

し
た

管
理

を
今

後
，
更

に
徹
底

す
る
必

要
が
あ

る
○

公
共

投
資

事
業

の
実

施
に

あ
た
っ

て
は
，

交
付
税

措
置
の

高
い
市

債
の
活

用
を
優

先
し
，

交
付
税

措
置

の
な

い
市

債
に

は
極
力

依
存
し

な
い
予

算
編
成

を
行
う

必
要
が

あ
る

○
他

都
市

で
は

将
来

負
担

比
率

（
交

付
税
措

置
の
な

い
市
債

残
高
が

多
い
と

比
率
が

上
昇
）

を
一
定

以
下

に
抑

え
る

と
い

っ
た
財

政
目
標

を
掲
げ

て
い
る

都
市
も

あ
る
。

今
後
の
取
組
に
向
け
て
必
要
な
視
点
（
持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
た
め
に
）

(5
)

将
来
負
担
の
縮
減
に
向
け
た
今

後
の
取

組
方

針
（
今
後
の
改
革
の
視
点
）
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【
千
葉
市
】

＜
第
３
期

財
政

健
全
化
プ

ラ
ン
（

H
3
0
～

R
3
）
＞

○
計

画
期

間
内
に
将

来
負

担
比
率
を

1
5
0
％
を
下

回
る

（
計

画
策

定
時
の
最

新
数
値
H
2
8
決
算

は
1
8
6
.2
％
）

○
建

設
事

業
債
の
発
行
を
計

画
期
間

4
年

間
で

1
,2
0
0
億
円

以
内
に

制
限

【
名
古
屋
市
】

＜
今
後
の
財

政
運
営
に

つ
い
て
（

H
2
2
～

）
＞

○
臨

時
財

政
対

策
債
を
含
む
市
民
１
人

当
た
り

市
債
残

高
が
過

去
最
高

(H
1
6
末

)を
超

え
な
い

よ
う
管

理

【
神
戸
市
】

＜
行

財
政

改
革
2
0
2
0
（

H
2
8
～

R
2
）

＞

○
将

来
負

担
比
率
を
政

令
市
の
中

位
水

準
で
維

持

（
計

画
策

定
時
の
最

新
数
値
H
2
6
決
算

は
8
6
.1
％

，
1
3
位

）

○
市
民
１
人
当
た
り
市

債
残
高
に

つ
い

て
政
令

市
の
中

位
水
準

で
維
持

【
参
考
－
京

都
市
】

＜
は

ば
た
け
未
来
へ
！
京
プ

ラ
ン
（
後

期
実
施

計
画
）

（
H
2
8
～

R
2
）
＞

○
臨

時
財

政
対

策
債
を
除
く
生

産
年
齢

人
口
１

人
当
た

り
市
債

残
高
を

H
2
2
年
度

末
か
ら

増
加
さ

せ
な
い

○
将

来
負

担
比

率
縮
減
の
具

体
的
な
目

標
は
な

し

参
考
−
他
都
市
の
取
組
事
例

基
本
計
画
（

H2
3〜

R2
）
の
策
定
時
点

-58-


